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Ⅰ．はじめに

本稿は，2022（令和４）年５月21日に開催された「日
仏スポーツガバナンスシンポジウム」における，発表
題目「地域部活動に視点を向けた課題とスポーツにお
けるガバナンスのあり方」の内容を加筆修正したもの
である．
わが国の学校教育における部活動は，生徒らの「学
習意欲の向上や責任感，連帯感の涵養等に資するもの」
（文部科学省，2017，p.126）とされる学校教育範囲内
における活動である．部活動は，正課教育とは異なる
教育的意義を有しており，特に運動部活動（以下，「運
動部」とする）は，生徒らが日常的にスポーツに親し
む場を提供し，競技力の向上にも寄与しているという
点において，わが国の青少年スポーツを長くささえて
きた活動であるといえる．スポーツ庁も運動部の意義
について，「部活動に参加する生徒にとっては，スポー
ツ，芸術文化等の幅広い活動機会を得られるとともに，
体力や技能の向上に資するだけではなく，教科学習と

は異なる集団での活動を通じた人間形成の機会でもあ
る．部活動は多様な生徒が活躍できる場であり，豊か
な学校生活を実現する役割を有する」（スポーツ庁，
2020，p.1，下線は筆者による加筆）として運動部の
有用性について肯定的に言及している．
しかし，運動部はその有用性や意義が認められる一

方で，長きにわたって多くの課題を抱えてきた．運動
部の中で生じる課題の一例を挙げると，指導者や先輩
による体罰・暴言・いじめ，勝利至上主義，過剰な日
時の練習，多くの補欠が発生する部員制度，根性論や
精神主義の過剰な賛美，部員らのバーンアウト等が挙
げられる．運動部の抱える課題の中でも，運動部の顧
問を担当しているのが学校教員であることに起因する
長時間労働との問題については近年特に注目されてお
り，急速に部活動改革の必要性が指摘されるように
なった．
教員の働き方と運動部に関して，スポーツ庁（2020）

は，「教師の勤務を要しない日（休日）の活動を含めて，
教師の献身的な勤務によって支えられており，長時間
勤務の要因であることや，特に指導経験がない教師に
は多大な負担となっているとの声もある」（スポーツ
庁，2020，p.1）とし，教員の長時間勤務問題と，指
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導経験のない部活動指導問題について問題であること
を指摘している．実際に，近代スポーツ以降のスポー
ツの高度化・大衆化が進む中において，運動部の活動
は年々過熱し，より多くの練習を行い，大会でのより
高い競技成果を残すことが求められるようになってい
る．また，教員にとって未経験のスポーツ種目であっ
ても，生徒のために顧問を務めることが求められ，土
日を問わず指導を強いられることは教員らにとって多
大な負担であることが運動部の問題点として提起され
ている．
以上の状況を踏まえて，公立学校における働き方改
革を想定した部活動改革がスポーツ庁によって進めら
れるようになった．同庁による部活動改革の第一歩と
して進められているのが「学校部活動」の「地域部活
動」移行である．スポーツ庁によると，2023（令和５）
年度から休日の部活動については段階的に地域移行を
図ることが示されており，これまで学校内部で学校教
育の一環として実施されてきたわが国の青少年スポー
ツのあり方は大きく変化することとなる．
地域部活動の概要や課題については後述するが，地
域部活動ではこれまで学校がほぼすべて担ってきた，
指導者の配置や指導をはじめとする部活動の運営につ
いて，地域クラブや地域の競技団体等，各種スポーツ
団体が運営主体として参画することが期待されてい
る．しかし，これまで学校内部で教員が担ってきた運
動部に，学校外部の組織や人材が関わることに対して
スポーツの場となる学校や，保護者等から懸念も示さ
れている．さらに，教員免許やコーチングライセンス
を所有しないスポーツ指導者が地域指導者として参画
した際に，生徒らに対して教育的意味を含んだ指導を
行うことができるのかという懸念や，これまでは単一
の学校で参加していた大会にクラブチームや合同チー
ムが参加する余地がどの程度あるのかといった大会の
あり方等に関してもこれまでとは異なる制度整備がす
でに求められている．
つまり，これまで行われていた運動部のあり方を，
単に「学校」から「地域」へとスライドさせるように
変更するだけでは運動部の現場で混乱を招くことが容
易に予想される．そして運動部の現場における混乱は，
本来プレーヤーとして中心に考えられ，尊重されるべ
き生徒らにとっての不利益にもつながりかねない．
そこで本論では，現在進行している学校部活動から
地域部活動に向けた諸課題について触れた後に，提起
した課題の中でも特にスポーツガバナンスに着目して

内容の検討を行うことを目的とする．これまでほぼ学
校の範囲内で完結していた運動部が，学校から社会へ
と展開される中で，スポーツ団体の運営のあり方に関
わるスポーツガバナンスについて検討することは，青
少年スポーツとしての運動部だけではなく，今後のわ
が国におけるスポーツ課題を検討するうえでも重要な
事項と考えられる．

Ⅱ．地域部活動の概要と課題

まず地域部活動とは，「学校の働き方改革を踏まえ
た部活動改革について」（スポーツ庁，2020）の中で，
「部活動に代わり，生徒が自主的にスポーツ・文化活
動に取り組み，体力や技能の向上を目指す活動機会を
保障する観点から，教師の勤務を要する日（平日）に
おいて学校の活動として行われる部活動（学校部活動）
と教師の勤務を要しない日（休日）において地域の活
動として行われる部活動（地域部活動）」（スポーツ庁，
2020，p.2，下線は筆者による加筆）とする形で部活
動が地域の活動として開かれて行われることが表現さ
れた活動であり，これまで部活動の運営および，平
日・休日を問わず指導のほぼすべてを担っていた学校
の教員に対して，「休日に教科指導を行わないことと
同様に，休日に教師が部活動の指導に携わる必要がな
い環境を構築すべき」（スポーツ庁，2020，p.2）とす
る意識から示された活動形態である．なお休日の活動
に対する問題意識は教員に対するものだけではなく，
生徒についても，「休日の部活動に対する生徒の希望
に応えるため，休日において部活動を地域の活動とし
て実施できる環境を整えることが重要」（スポーツ庁，
2020，p.2）としてスポーツ庁がまずは休日の運動部
のあり方から改革を進めていこうとする指針が示され
ている．
次に地域部活動の運営主体に関してスポーツ庁は，

「地域部活動の運営主体は，退職教師，地域のスポー
ツ指導者，スポーツ推進委員，生徒の保護者等の参画
や協力を得て，総合型地域スポーツクラブ，民間のス
ポーツクラブ，芸術文化団体等が担うことが考えられ
る」（スポーツ庁，2020，p.3）とし，地域における指
導者として期待される人材の属性やスポーツ団体につ
いて例示している．加えてスポーツ庁は，「地域団体
において地域部活動の運営を担う人材や指導者を確保
しつつ，当該団体の責任の下で，生徒の安全の確保や
指導者への謝金の管理など，地域部活動の管理運営が
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行われることについて，生徒，保護者等の理解を得る
ことが望ましい」（スポーツ庁，2020，p.3）と部活動
運営に対する地域の積極的な参画に対する期待を示し
ている．
ここまでの内容にみられるように，地域部活動に関
するスポーツ庁の発表からは，これまで学校により運
営されていた部活動をまずは休日から地域へと開いた
活動として進めていき，教員の負担を軽減させる意図
が看取される．確かに地域部活動の制度は，教員の負
担軽減に寄与し，子どもたちにとってもスポーツ種目
未経験者である教員の指導を受けるよりも，種目に精
通した地域の指導者による指導を受けることで，より
スポーツの楽しさを享受することが期待される．また
教育的観点からも，学校の教職員ではない地域の大人
と関わる機会を得ることのできる，今後のスポーツの
あり方を考えるうえで望ましい制度と考えることがで
きる．
しかし，これまで学校内部で成立していた部活動の
運営を，地域社会へとスライドさせるだけで，部活動
が生徒らにとって意義のある活動となる可能性を考え
ると疑問が残る．ここまでスポーツ庁から言及された
地域部活動に関する諸指摘は大人側の論理に基づいて
行われている．しかし，部活動の主役は生徒らである
ことを考えると，学校と地域の連携準備が整わないま
まに部活動を完全に学校から切り離そうとする動き
は，これまでの部活動が有していた部活動の意義を損
ねることも予想される．そこで，次に地域部活動に関
する課題について着目する．
地域部活動に関する課題としてまず挙げられるのが
スポーツ活動機会の格差の発生である．これまで部活
動は，生徒らが所属する学校という身近な場で行われ
ていた学校教育活動の一環であったからこそ比較的安
い費用で生徒らがスポーツ活動に触れることができ
た．しかし，今後地域部活動の運営主体として民営の
スポーツクラブへ委託を行った場合，行政からの補助
があったとしても各家庭への負担は増大し，その結果，
各家庭の事情によって活動に参加したい意欲を有しな
がら参加することができない生徒が生じることが懸念
される．もちろんこれまでの部活動が学校教員のほぼ
ボランティア活動として行われており，教員の負担の
もとに生徒らがスポーツ活動を享受していたことを考
えると受益者負担として一定程度生徒らの負担が大き
くなることはやむを得ないといえる．しかし，スポー
ツ活動機会の格差の発生は，青少年期にある生徒らに

とってのスポーツ活動機会の喪失，生徒らの運動習慣
減少に伴う体力低下にもつながる，わが国の生涯的な
福祉課題にも通ずるため，生徒側の負担を急に増大さ
せるのではなく制度整備が求められるといえよう．
またスポーツ活動機会の格差という問題は，部活動

における生徒らという範囲にとどまらず，国民にとっ
てのスポーツ機会の確保という課題とも関連する．わ
が国のスポーツに関する根幹法であるスポーツ基本法
は前文において，「スポーツを通じて幸福で豊かな生
活を営むことは，全ての人々の権利であり，全ての国
民がその自発性の下に，各々の関心，適性等に応じて，
安全かつ公正な環境の下で日常的にスポーツに親し
み，スポーツを楽しみ，又はスポーツを支える活動に
参画することのできる機会が確保されなければならな
い」（スポーツ基本法，2011）とし，スポーツ活動に
対する国民の参画機会の確保が成文化されている．
また2022（令和４）年度から2026（令和８）年度ま

でを期間として策定された第３期スポーツ基本計画の
「総合的かつ計画的に取り組む12の施策」における「①
多様な主体におけるスポーツの機会創出」の項におい
て，「学校や地域における子供・若者のスポーツ機会
の充実と体力の向上」として，子どものスポーツ活動
に関連する言及がみられる．そこでは現状として，「令
和３年度全国体力・運動能力，運動習慣等調査からは，
新型コロナウイルスの感染拡大によって，令和元年度
末から児童生徒を取り巻く環境が一変した結果，全国
的に，子供の体力レベルの低下傾向が進む状況が明ら
かとなった」（スポーツ庁，2022，p.22）ことや，「運
動時間は小・中学生ともに平成29年度をピークに減少
で，運動をする子供としない子供で二極化が続いてお
り，運動やスポーツをすることが好きな子供は中学校
で減少する傾向にある」こと等の，子どもの体力低下
に関する内容が挙げられている．以上の現状に対する
今後の施策目標として，「体育の授業等を通じて，運
動好きな子供や日常から運動に親しむ子供を増加さ
せ，生涯にわたって運動やスポーツを継続し，心身共
に健康で幸福な生活を営むことができる資質や能力の
育成を図る．→運動時間の増加，卒業後も運動やス
ポーツをしたいと思う子供の増加，体力合計点の向上」
（スポーツ庁，2022，p.22）が示されている．子ども
たちのスポーツ機会の充実と体力向上が施策目標とし
て示されている中で，スポーツ活動の機会格差が生じ
ることは施策目標とも反するものといえる．施策目標
では「『運動部活動の地域移行に関する検討会議』で
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提言された改革の方向性・方策に基づき，運動部活動
改革を着実に推進する」（スポーツ庁，2022，p.22）
ことが挙げられているため，スポーツ機会の確保のた
めにも運営主体については検討されることが求められ
る．またスポーツ活動の機会格差をめぐる課題では，
人口や地域のクラブ数が充実する都市部と，比較的充
実しているとは言い難い地方による受け皿となるス
ポーツ団体の格差等も想起される．
ここまでにみてきたスポーツ基本法や第３期スポー
ツ基本計画の内容からも子どもにとってのスポーツ機
会の確保は重要な課題であることは明らかといえる．
地域部活動をめぐる議論の中では，学校の働き方改革
ばかりに注目が向き，部活動を学校から切り離し，す
べて民間組織に委託すればよいという意見も散見され
る．しかし，そのような部活動の地域移行が進められ
る自治体は，予算の視点からも受け皿となる民間組織
の視点からも多くはないと考えられ，子どもの青少年
期におけるスポーツ機会が失われる可能性もある．ス
ポーツの中心はプレーヤーである子どもであることを
認識した制度変更が今後求められる．
次に挙げられるのが，少子化が進む中におけるス
ポーツのあり方の検討である．現在わが国は少子化が
進み，運動部の部員数は減少傾向にある．これまでの
運動部では，近代スポーツの潮流である高度化と大衆
化に沿って競技力を重視した活動方針をとる活動が多
くみられた．
しかし，地域部活動への移行に伴う運動部の変化に
伴い，わが国の青少年スポーツのあり方そのものにつ
いても再度検討する必要があるといえる．青少年ス
ポーツのあり方をめぐる議論では数多くの論点がある
が，その中でも大会形式のあり方は考慮すべき重要な
課題であるといえる．
これまでの運動部では，多くのチームが存在してい
たことから，全国大会優勝を頂点とするトーナメント
方式にみられる，効率的に優勝者を決める大会形式が
小学校から大学まで多くの運動部で行われてきた．し
かし，トーナメント方式は一度負けてしまうと大会へ
の出場そのものが終わってしまう大会形式である．そ
のため，勝利が最も重要な価値であると認識され，そ
の結果として極端な勝利至上主義も支持されることと
なった．極端な勝利至上主義では，能力の高い特定の
部員だけが試合に出場することとなり，その結果，多
くの補欠部員が発生する状況を誘発させることになっ
た．加えて，特定の選手ばかりが酷使されることによ

る，若年層からのスポーツ障害の問題も惹起されてき
た．
しかし，これまでの運動部における勝利は，選手本

人にとってのスポーツにおける勝利の喜びだけではな
く，多くのステークホルダー（学校，指導者，保護者，
地域）にとって，効果的な学校の宣伝効果，成果を残
すことによる意見を許さない部活動指導者の存在，極
端なスポーツ推薦制度による進学，地域アイデンティ
ティの喚起といった，多大なメリットを生み出してき
た．このような状況下においては，勝利至上主義に陥
るのは構造上やむを得ない側面があった．
地域部活動へと移行することはこれまで以上に勝利

至上主義へと陥る可能性も含んでいる．これまでの学
校範囲内における運動部では運営主体が学校であった
ため，学校責任者により教育的価値という視点から活
動の規範が定められ，一定程度の制限を加えることも
可能であった．しかし，地域部活動となり運営主体が
地域のスポーツ団体となった際に，学校部活動では一
定程度担保されていた教育的な価値よりも，勝利を志
向する集団が主体となる可能性も含んでいる．地域部
活動への参与者として採用するスポーツ指導者やス
ポーツ団体が，生徒らにとっての部活動であるという
点を担保しながら指導できるかは重要な視点であると
考えられる．
運動部における勝利至上主義の抑制の方策として大

会制度のあり方を再考することも今後検討されるであ
ろう．例えば，全日本柔道連盟（以下，「全柔連」と
する）は2022（令和４）年３月に全柔連全国小学生学
年別柔道大会を廃止した．その理由として全柔連は大
会のあり方について，「昨今の状況を鑑みるに，小学
生の大会においても行き過ぎた勝利至上主義が散見さ
れるところであります．心身の発達途上にあり，事理
弁別の能力が十分でない小学生が勝利至上主義に陥る
ことは，好ましくないもの」（全柔連，2022）と勝利
至上主義への傾倒を疑問視していることが指摘されて
いる．
地域移行の問題が提起されているのは中学校の運動

部であるが，全柔連の指摘にみられるように，トーナ
メント方式の頂点である全国大会の存在が勝利至上主
義につながる可能性は高いと考えられる．大会方式の
再検討は生徒らにとっての勝利至上主義の問題だけで
はない．全国大会のような規模の大きな大会を定期的
に開催することは，大会運営者や保護者らにとっても
負担が増大することとなる．学校の働き方改革を喫緊



― 59 ―

の課題としている現状では，スポーツ指導者としてだ
けの負担だけではなく，スポーツ大会の運営者として
の負担についても検討を行うことが今後求められると
いえる．
ここまで言及してきたように，学校部活動から地域
部活動への移行は，ただ学校から地域へと部活動のあ
り方をスライドすることで社会課題の解決が達成する
ことができるという問題ではなく，多くの制度上の課
題が生じるものといえる．将来的に運動部を地域へ完
全に移行させる場合であっても，長く続いてきた制度
上の課題に対して一つずつ整備していくことが求めら
れる．
最後に大会形式に関する課題の整備の例として，日
本中学校体育連盟（以下，「中体連」とする）の取り
組みを挙げる．中体連は，「全国中学校体育大会への
地域スポーツ団体等の参加資格について」（中体連，
2022）の中で，2023（令和５）年度から全国中学校体
育大会への参加資格について，これまでに実施されて
きた学校のみを単位とするのではなく，民間のクラブ
や団体，個人が出場できるために要件の緩和を示した．
この中体連の取り組みにみられるように，生徒らを中
心とした段階的な制度整備を続けていくことが求めら
れるといえよう．

Ⅲ ．地域部活動をめぐる課題とスポーツガ
バナンスの必要性

これまで論じてきたように，運動部は活動の有用性
が認められる一方で，多くの課題を抱えてきた．現在，
学校部活動の地域部活動化が進む中で，段階的な制度
整備を進めるのと同時に，これまで運動部において生
じていた諸課題に対する方策も導入しながら検討を進
めていく必要があるといえる．現状の課題解決に向け
た方策を含んだ制度整備を行わなければ，名称と運営
主体だけが地域化し，運動部の内部の問題が先送りさ
れるだけではなく，運営主体の方針によってはこれま
で以上に部活動におけるトラブルが顕在化することも
予想される⑴．そこで本稿の最後に，地域部活動への
移行をめぐる課題の中でも特にスポーツガバナンスに
着目して問題点を提起する．
これまで運動部が学校教育の一環であったことは，

「学校の範囲内で行われている活動」とする名目のも
と，運動部に関連する責任の所在を明らかにし，安定
した行為規範の担保が社会から期待されることに寄与

していた．しかし，これまでの運動部で問題が続いて
いたことにみられるように，運動部組織の実態と，社
会から寄せられる期待とは差異があるものといえる．
例えば，2022（令和４）年４月に熊本県の秀岳館高校
サッカー部で発生した指導者から部員への暴力事件に
対して，メディアは学校部活動で生じた事件として前
代未聞であり，異常事態であるとして報道していた．
この報道の背景には，学校という子どもの教育に関し
て最も信頼のおける組織の中の活動で，指導者である
大人が規範に反する行動を当然のように行っていたこ
とに対する社会的な非難を示したものともいえる．し
かし，運動部における問題が生じるとメディアはこれ
までも同じような報道を繰り返しており，社会的な期
待に対して，運動部は十分に応えられていなかったと
もいえる．以上にみられる，スポーツ団体の組織とし
ての機能不全に関する視点としてスポーツガバナンス
の考え方がある．
スポーツ庁は，これまでスポーツガバナンスに関し

て「スポーツの価値を毀損しかねない不祥事の発生を
防ぎ，また，スポーツの価値を一層高めていくため，
スポーツの普及・振興の重要な担い手となっているス
ポーツ団体の適正なガバナンスを確保することが必要
不可欠」（スポーツ庁，2020）であると指摘している．
上記問題意識にもとづいてスポーツ庁は，「スポーツ
団体が適切な組織運営を行うための原則・規範」とし
て，各スポーツ種目を統括する中央競技団体や，その
他一般スポーツ団体に向けてスポーツ団体ガバナンス
コードを策定した．このスポーツ団体ガバナンスコー
ドは，国の中央競技団体だけではなく，一般スポーツ
団体もその対象となっている．今後，地域部活動の運
営主体となるスポーツ団体もスポーツガバナンスにつ
いて検討する必要が想定される．
次にスポーツガバナンスの概要について論じる．そ

もそもガバナンスという語について，コーポレートガ
バナンス（企業統治）という語があるように，ガバナ
ンスからは集団に対する統治・監視を想起させる語と
いえるだろう．しかし松本（2020）は，スポーツ団体
におけるガバナンスについて，「スポーツの価値増大
のための権限と責任の分配の仕組み」（松本，2020，
p.10，下線部は筆者による加筆）であると指摘してい
る．この指摘に関連して，松本（2020）はガバナンス
とは「民間組織においては，その組織運営における権
限と責任を分配することにより，組織運営の効率性と
健全性を達成するための仕組み」（松本，2020，p.13）
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であり，統治や監視の意味から想起しやすいスポーツ
団体の不祥事対策はその一部であると指摘している．
松本のスポーツガバナンスに関する指摘に基づく
と，権限と責任の所在が不明確であったり，適切な分
配がなされていなかったことがこれまでの運動部にお
ける課題の一因となっていることが推測される．例に
挙げた，秀岳館高校サッカー部における事件では，指
導者に権限が集中し，責任は部員らに帰属させていた
ことが事件の発生要因の一因と考えられ，スポーツガ
バナンスの機能不全であったことが推測できる．
今後，地域へと開かれた地域部活動となっていく際
には，教員を中心として進められていた学校部活動よ
りも多くの人が地域部活動に関わりをもつことが予想
される．そのような地域部活動の中でも生徒らを中心
に据えた運動部であるためには，学校の中だけで共有
していた規範意識，校則や部のルールだけでは足りず，
誰もが従うべき，権限と責任の分配の仕組みであるス
ポーツガバナンスを整備する必要があるといえる．
具体的なスポーツガバナンスをめぐる方策として
は，辻口（2017）や高松（2017）が指摘を行っている．
例えば辻口（2017）は，スポーツにおけるグッドガバ
ナンスの維持・充実のために，①法令による規制，②
補助金・助成金による牽制，③スポンサーによる牽制，
④上部団体による牽制といった対策を挙げ，スポーツ
団体に対する規制を検討することによってグッドガバ
ナンスを達成することに関して言及されている．
高松（2017）はスポーツ団体のグッドガバナンスに
向けた対応として，①適切な組織整備，②適正な財務
会計処理，③公平かつ透明な意思決定の確保，④迅速
かつ適正な紛争解決の仕組み，⑤実効的なリスク管理
体制と再発防止体制，⑥情報公開・共有（高松，
2017）を挙げている．辻口によるグッドガバナンスへ
の対策は実務的な統制・監視意識に基づいた指摘がさ
れ，高松による指摘は松本の指摘するスポーツの価値
増大のための権限と責任の分配の仕組みに近いものと
いえる．
これまで運動部は学校教育の一環として行われてき
たことにより，「学校で行っていること」とする一定
程度の教育性が担保されていた．しかし，今後地域部
活動となる中で活動の原則・規範を定めなければ，運
動部運営において権限と責任が特定の人物や団体に集
中してしまい，結果としてこれまでに生じてきた運動
部での問題が繰り返されてしまうばかりか，より悪化
することも懸念される．今回の秀岳館高校の事件では，

監督が辞任，コーチが免職処分となったが，この処分
はきわめて対処療法的であり，活動を行う前にスポー
ツガバナンスの考え方を取り入れ実践しようとするこ
とで地域と学校が関わりをもったとしても問題が軽減
する方向へとつながるのではないだろうか．不祥事を
防ぐという点について高松（2017）は，ガバナンスに
ついて「部活動においても，社会的責任を果たすため
にはガバナンスの確立が不可欠であり，ガバナンスの
確立が，部活動内での生徒の権利侵害や不適切会計等
の不祥事を防ぐことにつながる．」（高松，2017，
p.154）として，スポーツガバナンスの確立の必要性
を指摘している．今後，地域部活動の制度整備を進め
る中では，スポーツ庁の示す，一般スポーツ団体向け
の「スポーツ団体ガバナンスコード」を参照としなが
ら地域部活動におけるガバナンスコードの作成とその
遵守を検討していくことも重要となるのではないだろ
うか．
ここまでスポーツガバナンスの概要や地域部活動と

の関連における必要性について論じてきたが，地域部
活動においてスポーツガバナンスを検討していく場合
であっても，生徒と指導者，一部運営者だけが理解し
ていれば良いというわけではない．地域部活動として
地域に展開される活動になるうえでは，運動部に少し
でも関わりをもつ人々すべてが理解し，グッドガバナ
ンスを目指す姿勢をとるからこそ良好なスポーツ団体
として機能するといえる．そのためには，運動部の中
心は生徒であるとするプレーヤーズ・センタードの意
識を有し，自身も運動部の当事者であるという認識の
もとに地域部活動をささえる意識を有することが部活
動の地域展開の根幹となるのではないだろうか．

Ⅳ．日仏シンポジウムにおける質疑応答

本項では，地域部活動における持続可能なグッドガ
バナンスための知見を得るために，令和４年５月20日
（日）袋井市さわやかアリーナにて開催された「日仏
スポーツガバナンス」の第２部パネルディスカッショ
ンの質疑内容について報告する．

ブルッス氏：村本さんの豊富な情報量，発表に賞賛
を贈りたいと思います．
フランス柔道は競技の教育的価値を非常に重要視し

ています．これが，大多数の保護者が柔道教師を信頼
する理由であると思います．とりわけフランスでは，



― 61 ―

子供向けの教育用柔道と競技用柔道が分離されていま
す．嘉納治五郎の故郷であるはずの日本が，どうして
柔道を通じての青少年教育に同じような機会や方法を
与えないことをどう思いますか？
村本氏：思想としては尊重をしていると考えられま
す．しかし，全柔連として柔道をどのように捉え実践
しているのか十分な発信をしているか一般の人に聞こ
えてこない．柔道を通じて得られる教育的意義を明確
に示されていないのではないでしょうか．教育と競技
が同化しており，特に鍛錬主義的スポーツ観によって
厳しい修行を経ることに教育的意義があると誤認され
ているのではないかと考えます．
ブルッス氏：山下さんが全日本柔道連盟の会長に
なったとき，一部のコーチの暴力を根絶するために大
きな改革に着手しました．当時，私はこのテーマでい
くつかの会議を行う機会がありましたが，子どもに対
する暴力の問題は，スポーツの分野に限らないことに
注目しました．子どもを守るための予防，訓練，制裁
（懲罰規定）など，より幅広い手段が必要な社会の問
題だと思いませんか？
村本氏：おっしゃる通り．社会の問題として捉えな
ければ解決しないと考えられます．現在の日本では教
育という営みが学校だけで行われているものであると
考えられているように思えます．そして，子どもが１
人の人間として人権を有する主体であることがおろそ
かにされているように感じます．
ブルッス氏：文部科学省が策定した将来の教師や
コーチのためのトレーニングプログラムや資格研修の
内容に，この発表で説明された要素がどの程度考慮さ
れていると思いますか？
村本氏：知識や文言としては含まれているがそれが
実態とかけ離れてしまっていることが課題ではないで
しょうか．原則として部活動は教育の一環であるが，
課外であることは課程の中で学んでいます．しかし，
実態として教育現場に出た時に部活動顧問を任される
ことが多いと思います．理論と現場の乖離を埋めてい
くことも同時に行う必要があるのではないでしょう
か．

注
⑴　奈良県立山辺高校のサッカー部員が未成年飲酒を行っ
ていたが，学校とサッカー部の運営を委託されていた民
間クラブとの間に部活動で発生した問題の責任の所在が
曖昧であったことが露呈する問題が発生した．同問題に

関して，「校長は『寮内で起きたことは，アカデミーに
指導を任せていた．認識が甘かった』と謝罪．アカデ
ミー側は『学校側に報告した時点で（飲酒問題は）終
わっていると思った』と釈明した」（産経新聞，2020）
と発言している．
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Issues Related to Sports Clubs Shifting to Community  
After‒School Activities and Sports Governance
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From 2023, schools in Japan will gradually transfer after-school activities during school holidays to local communities. 
Although schools have been traditionally responsible for after-school activities, various sports organizations, such as local 
clubs and local sports groups, are expected to join as part of the main body in the management of after-school activities, 
including the training and placement of instructors.
However, some parents, as well as schools where students play sports, have expressed concern over the possibility of 
non-school organizations and personnel getting involved in sports clubs previously overseen by teachers within schools. 
Furthermore, concerns abound about whether sports instructors, who are not qualified teachers or coaches, would be able 
to instruct students with educational significance if they were to join the initiative as community instructors. There is a 
demand for a different system for organizing competitions as some wonder whether there is room for club and joint 
teams to participate in competitions that previously saw the participation of individual schools.
As explained above, changing the traditional way sports clubs are run by merely moving the location from schools to 
local communities may cause confusion at the location of the activities and lead to disadvantageous situations for students, 
who ought to be the focus of consideration and respect as athletes.
Therefore, this study first outlines various challenges related to the ongoing initiative of moving the location of af-

ter-school activities from the school to the community and examines the details of the issues raised, with a particular fo-
cus on sports governance.

Keywords : Sports Governance, Bukatsu, After‒School Activities




